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議案第４５号

  令和３年度新潟市一般会計補正予算（第４号）

令和３年度新潟市の一般会計補正予算（第４号）は，次に定めるところによる。

（歳入歳出予算の補正）

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ３，０４４，８８０千円を追加し，歳入

歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ３９４，６７９，３６９千円とする。

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予

算の金額は，「第１表 歳入歳出予算補正」による。

（繰越明許費）

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１３条第１項の規定により翌年度に

繰り越して使用することのできる経費は，「第２表 繰越明許費」による。

（債務負担行為の補正）

第３条 債務負担行為の追加は，「第３表 債務負担行為補正」による。

（地方債の補正）

第４条 地方債の追加，変更は，「第４表 地方債補正」による。

  令和３年６月１１日提出

                            新潟市長 中原 八一   
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　 第１表　歳入歳出予算補正

     歳  入

（単位　千円）

款 項

19 国庫支出金 69,235,315 1,450,700 70,686,015

 2 国庫補助金 17,247,690 1,450,700 18,698,390

20 県支出金 23,972,522 68,280 24,040,802

 2 県補助金 8,309,913 68,280 8,378,193

22 寄附金 494,000 2,700 496,700

 1 寄附金 494,000 2,700 496,700

23 繰入金 126,609 100,000 226,609

 1 基金繰入金 126,609 100,000 226,609

24 繰越金 1 56,000 56,001

 1 繰越金 1 56,000 56,001

26 市債 46,685,400 1,367,200 48,052,600

 1 市債 46,685,400 1,367,200 48,052,600

391,634,489 3,044,880 394,679,369

補 正 前 の 額 補 正 額 計

歳 入 合 計
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     歳  出

（単位　千円）

款 項

 2 総務費 40,387,106 19,700 40,406,806

 1 総務管理費 36,069,941 19,700 36,089,641

 3 民生費 122,193,649 124,180 122,317,829

 2 児童福祉費 45,127,225 49,800 45,177,025

 5 老人福祉費 25,179,812 74,380 25,254,192

 4 衛生費 26,575,071 190,000 26,765,071

 1 保健衛生費 15,829,174 190,000 16,019,174

 8 土木費 52,115,438 2,631,000 54,746,438

 2 道路橋りょう費 20,653,701 930,000 21,583,701

 4 都市計画費 25,664,414 1,480,000 27,144,414

 5 公園緑地費 2,561,868 221,000 2,782,868

10 教育費 57,607,436 80,000 57,687,436

 3 中学校費 14,635,083 80,000 14,715,083

391,634,489 3,044,880 394,679,369

補 正 前 の 額 補 正 額 計

歳 出 合 計
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第２表　繰越明許費

（単位  千円）

10　教育費 3 中学校費 中学校空調設備更新事業 77,000

款 項 事 業 名 金 額
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第３表　債務負担行為補正

       １　追　加
（単位  千円）

新潟駅付近連続立体交差事業 令和 4年度から 11,559,500

令和 6年度まで

事 項 期 間 限 度 額
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１　追　加

。）

行を

含む

の共

同発

共団 ）

体と

の地 を行った後においては

方公 ，当該見直し後の利率

発行 公共団体金融機構資金 も繰上償還し，償還年限を短縮し，又は低利

（他 について利率の見直し 債に借り換えることができる。

又は 方式で借り入れる場合 により，毎年度１期又は２期に償還する。た

債券 で，政府資金及び地方 だし，財政の都合により据置期間中であって

第４表　　地方債補正

（単位　千円）

起　　債　　の　　目　　的 限　度　額
起債
の方
法法

利　　　　　率 償　　還　　の　　方　　法

普通 年5.0％以内 借り入れの年から据置期間を含み30年以内に
中学校大規模改造事業費 80,000

貸借 （ただし，利率見直し 元利均等又は元金均等若しくは不均等の方法
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２　変　更

限　度　額
起債
の方
法法

利　　率 償　還　の　方　法
起　債　の　目　的

発行 入れる場合

（他 で，政府資

又は 利率見直し

債券 方式で借り

普通 年5.0％以内

貸借 （ただし， 貸借 （ただし， 期間を含み30年以内に

又は 利率見直し 元利均等又は元金均等

の共 率の見直し

同発 を行った後

共団 融機構資金

体と について利

の地 金及び地方

方公 公共団体金

。） し後の利率

）

行を においては

含む ，当該見直

だし，財政の都合によ

り据置期間中であって

も繰上償還し，償還年

限を短縮し，又は低利

債に借り換えることが

できる。

借り入れの年から据置

期間を含み30年以内に

元利均等又は元金均等

若しくは不均等の方法

により，毎年度１期又

は２期に償還する。た

27,000
老人福祉施設整備事業
費

限　度　額
起債
の方
法法

利　　率 償　還　の　方　法

普通 年5.0％以内 借り入れの年から据置

（他 で，政府資 は２期に償還する。た

の地 金及び地方 だし，財政の都合によ

5,083,100

債券 方式で借り 若しくは不均等の方法

発行 入れる場合 により，毎年度１期又

10,674,800

限を短縮し，又は低利

の共 率の見直し 債に借り換えることが

方公 公共団体金 り据置期間中であって

共団 融機構資金 も繰上償還し，償還年

515,400

（単位　千円）

道路橋りょう整備事業
費

街路事業費

公園緑地整備事業費

）

含む

補　　　　　　　　　正　　　　　　　　　前 補　　　　　　　　　正　　　　　　　　　後

17,600

10,162,400

4,417,100

416,000

，当該見直

。） し後の利率

同発 を行った後 できる。

行を においては

体と について利
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議案第４６号

   新潟市農業委員会の委員等の定数に関する条例の制定について

新潟市農業委員会の委員等の定数に関する条例を次のように制定するものとする。

  令和３年６月１１日提出

                            新潟市長 中原 八一

   新潟市農業委員会の委員等の定数に関する条例

新潟市各農業委員会の委員等の定数に関する条例（平成２７年新潟市条例第６２号）の

全部を改正する。

（趣旨）

第１条 この条例は，農業委員会等に関する法律（昭和２６年法律第８８号）第８条第２

項及び第１８条第２項の規定に基づき，新潟市農業委員会の委員（以下「委員」とい

う。）及び農地利用最適化推進委員（以下「推進委員」という。）の定数を定めるもの

とする。

（委員の定数）

第２条 委員の定数は，２４人以内とする。

（推進委員の定数）

第３条 推進委員の定数は，１６０人以内とする。

   附 則

（施行期日）

１ この条例は，令和４年４月１日から施行する。

（新潟市非常勤職員の報酬及び費用弁償に関する条例の一部改正）

２ 新潟市非常勤職員の報酬及び費用弁償に関する条例（昭和３６年新潟市条例第４号）

の一部を次のように改正する。

第３条第３項中「部会長」の次に「，部会長職務代理者」を加える。

  別表第１中
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「

農業委員会

会長

会長職務代理者

部会長

委員

月額

同

同

同

１０７，５００円以内で，市長が別に

定める額

６４，５００円以内で，市長が別に定

める額

５８，０００円以内で，市長が別に定

める額

４３，０００円以内で，市長が別に定

める額

を

                              」

「

農業委員会

会長

会長職務代理者

委員

農地利用最適化推

進委員

部会長

部会長職務代理者

月額

同

同

同

同

同

１０７，５００円以内で，市長が別に

定める額

６４，５００円以内で，市長が別に定

める額

４３，０００円以内で，市長が別に定

める額

４０，０００円以内で，市長が別に定

める額

５８，０００円以内で，市長が別に定

める額

５０，０００円以内で，市長が別に定

める額

に，
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                               」

「

非常勤の顧問，参与

，調査員，嘱託員及

びこれらの者に準ず

る者

を

農地利用最適化推

進委員

月額 ４０，０００円以内で，市長が別に定

める額

上に掲げる以外の

者

報酬が日額の場合は１３，０００円を

，月額の場合は３８０，０００円を超

えない範囲内において一般職の職員と

の権衡を考慮して任命権者の定める額

。ただし，特に高度の専門知識等に基

づく業務を行う者で，上記の報酬区分

又は報酬額により難いものについては

予算の範囲内において一般職の職員と

の権衡を考慮して任命権者の定める額

                                  」

「

非常勤の顧問，参与

，調査員，嘱託員及

びこれらの者に準ず

る者

報酬が日額の場合は１３，０００円を

，月額の場合は３８０，０００円を超

えない範囲内において一般職の職員と

の権衡を考慮して任命権者の定める額

。ただし，特に高度の専門知識等に基 に改め，
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づく業務を行う者で，上記の報酬区分

又は報酬額により難いものについては

予算の範囲内において一般職の職員と

の権衡を考慮して任命権者の定める額

                                」

同表中備考３を備考４とし，備考２を備考３とし，備考１を備考２とし，備考１として

次のように加える。

   １ 部会長及び部会長職務代理者とは，農業委員会等に関する法律（昭和２６年法

律第８８号）第１６条に規定する部会以外の部会の会長及びその職務代理者をい

う。

  別表第２中

「

農業委員会

会長

委員

同

同

を

                                  」

「

農業委員会

会長

委員

農地利用最適化推進委員

同

同

同

に改める。

                                  」
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議案第４７号

   新潟市地域保健福祉センター条例の一部改正について

新潟市地域保健福祉センター条例の一部を改正する条例を次のように制定するものとす

る。

  令和３年６月１１日提出

                           新潟市長 中原 八一

   新潟市地域保健福祉センター条例の一部を改正する条例

第１条 新潟市地域保健福祉センター条例（平成９年新潟市条例第４０号）の一部を次の

ように改正する。

  第９条第１項中「別表第４ ３」を「別表第４のうち２の表」に改め，同条第２項中

「別表第４ １及び２に掲げる」を「新津センター会議室等のうちの浴室の」に改める。

別表第２秋葉区小須戸健康センターの項を削り，同表秋葉区新津健康センターの項中

「ドレミ館，個室，創作室，健康学習室」を「和室，健康学習室，浴室」に改める。

別表第４のうち１の表中「浴室・大広間使用料」を「浴室使用料」に改め，別表第４

のうち２の表を削り，別表第４のうち３の表中

「

ドレミ館 ２，０００円 ３，０００円 ４，０００円 ９，０００円 を

                                   」

「

和室１ ５００円 １，０００円 １，５００円 ３，０００円 に，

                                   」

「

個室 ５００円 １，０００円 １，５００円 ３，０００円 を

                                   」
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「

和室２ ５００円 １，０００円 １，５００円 ３，０００円

和室３ ５００円 １，０００円 １，５００円 ３，０００円 に

和室４ ５００円 １，０００円 １，５００円 ３，０００円

                                   」

改め，同表を別表第４のうち２の表とする。

第２条 新潟市地域保健福祉センター条例の一部を次のように改正する。

第２条の２第１項第２号中「休日」の次に「（以下「休日」という。）」を加え，同

条第２項各号列記以外の部分中「内の別表第４に掲げる施設（以下「新津センター会議

室等」という。）」を「以下（新津センター）という。」に改め，同項第２号中「新津

センター会議室等及び白根センター」を「新津センター」に改め，「月曜日」の次に「

（その日が休日に当たる場合は，その日後においてその日に最も近い休日でない日）」

を加え，同項に次の１号を加える。

（３） 白根センター 月曜日及び１２月２９日から翌年１月３日まで

第２条の３第２項中「新津センター会議室等」を「新津センター内の別表第４に掲げ

る施設（以下「新津センター会議室等」という。）」に改め，同項の表新津センター会

議室等（浴室を除く。）の項中「午後１０時」を「午後９時」に改める。

第３条ただし書中「別表４ １及び２に掲げる施設」を「新津センター会議室等のう

ちの浴室」に改める。

第４条第３号に次のただし書を加える。

ただし，新津センター会議室等（浴室を除く。）については，この限りでない。

第１５条中「北区豊栄健康センター」の次に「，新津センター」を加える。

第１７条第２号中「白根センター」を「新津センター及び白根センター」に改める。

別表第４の見出し中「第２条の２」を「第２条の３」に改め，同表のうち２の表中「

午後６時から午後１０時まで」を「午後５時から午後９時まで」に，「午前９時から午
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後１０時まで」を「午前９時から午後９時まで」に改め，同表備考３中「利用時間以外

の時間」の次に「（正午から午後１時までに限る。）」を加え，「その利用が午前９時

以前のとき，又は正午から午後１時までのときは」及び「，午後５時から午後６時まで

のときは午後の欄に，午後１０時以降のときは夜間の欄に」を削り，同表備考に次のよ

うに加える。

  ５ 営利，宣伝又は営業上の目的をもって利用する場合の使用料の額は，上表及び

備考１から備考４までに規定する使用料の額の２倍に相当する額とする。

   附 則

（施行期日）

１ この条例は，令和４年４月１日から施行する。ただし，第１条の規定及び次項の規定

は，公布の日から施行する。

（準備行為）

２ 秋葉区新津健康センターの指定管理者の指定及びこれに関し必要な手続その他の行為

は，この条例の施行前においても，改正後の新潟市地域保健福祉センター条例の規定の

例により行うことができる。
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議案第４８号

   新潟市新津育ちの森条例の一部改正について

新潟市新津育ちの森条例の一部を改正する条例を次のように制定するものとする。

  令和３年６月１１日提出

                           新潟市長 中原 八一

   新潟市新津育ちの森条例の一部を改正する条例

新潟市新津育ちの森条例（平成１６年新潟市条例第６１号）の一部を次のように改正す

る。

第１条中「市民に対する」を「市民の交流の促進，」に，「子育てサークル等への支援

を行い，並びに」を「子育てについての情報の提供を行うとともに，」に，「新潟市秋葉

区程島２００９番地」を「新潟市秋葉区程島１９７９番地４」に改める。

第２条中第３号を削り，第４号を第３号とし，同条第５号中「３歳以下の子」を「満１

歳から小学校就学前までの幼児」に改め，同号を同条第４号とし，同条第６号を同条第５

号とする。

第２条の２各号を次のように改める。

（１） 月曜日（その日が国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規

定する休日に当たる場合は，その日後においてその日に最も近い休日でない日）

（２） １２月２９日から翌年１月３日まで

第２条の３中「次に掲げるとおり」を「午前９時から午後５時まで」に改め，同条各号

を削る。

第３条を次のように改める。

（施設）

第３条 育ちの森に，次に掲げる施設を置く。

（１） あそびの広場

（２） 保育ルーム
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第３条の次に次の１条を加える。

（利用者の範囲）

第３条の２ 育ちの森を利用できる者は，次のとおりとする。ただし，市長が認める場合

は，この限りでない。

（１） あそびの広場 小学校２年生までの者及びその保護者並びに妊婦及びその付添

人

（２） 保育ルーム

ア 一時保育のための利用の場合 満１歳から小学校就学前までの幼児

イ ア以外の利用の場合（一時保育の利用者がいない場合に限る。） 小学校２年生

までの者及びその保護者並びに妊婦及びその付添人

第４条を次のように改める。

（施設の利用）

第４条 育ちの森を利用しようとする者は，あらかじめ市長の許可を受けなければならな

い。

２ 前項の許可を受けた者（以下「利用者」という。）がその許可を受けた事項を変更し

ようとする場合は，市長の変更の許可を受けなければならない。

第５条中各号列記以外の部分を次のように改める。

市長は，次の各号のいずれかに該当する場合は，育ちの森の利用を許可しない。

第５条中第４号を削り，第５号を第４号とし，同条に次の１項を加える。

２ 一時保育のための保育ルームの利用は，連続して２日以上又は１日４時間を超えて行

うことができない。ただし，市長が特別の事由があると認めるときは，この限りではな

い。

第６条中「利用の許可を受けたもの（以下「利用者」という。）」を「利用者」に改め

る。

第７条の３第２号中「施設等の利用の許可」を「この条例の規定による許可」に改める。
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第８条を次のように改める。

（使用料）

第８条 一時保育のための保育ルームの利用につき，その利用者から別表に掲げる使用料

を徴収する。

第８条の次に次の１条を加える。

（使用料の徴収期限）

第８条の２ 使用料は，市長が保育ルームの利用を許可するときに徴収する。

第９条を次のように改める。

（使用料の還付）

第９条 既に収めた使用料は，還付しない。ただし，市長は，一時保育のための保育ルー

ムの利用者が次の各号のいずれかに該当する場合は，その使用料の全部又は一部を還付

することができる。

（１） 利用者がその責めに帰すことのできない理由によって保育ルームを利用できな

かったとき。

（２） 前号に掲げる場合のほか，市長が特別な理由があると認めるとき。

別表を次のように改める。

別表（第８条関係）

区分 使用料の額

１人１時間につき ３００円

備考

１ 利用時間が１時間に満たない場合は，これを１時間に切り上げる。

２ １時間を超えて利用した場合において，その利用時間に１時間に満たない端数

があるときは，これを１時間に切り上げる。

  附 則

この条例は，公布の日から起算して１０月を超えない範囲内において規則で定める日か

ら施行する。
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議案第４９号

   新潟市コミュニティセンター及びコミュニティハウス条例の一部改正について

新潟市コミュニティセンター及びコミュニティハウス条例の一部を改正する条例を次の

ように制定するものとする。

  令和３年６月１１日提出

                            新潟市長 中原 八一  

   新潟市コミュニティセンター及びコミュニティハウス条例の一部を改正する条例

第１条 新潟市コミュニティセンター及びコミュニティハウス条例（平成１６年新潟市条

例第９５号）の一部を次のように改正する。

別表第１新潟市白根地域生活センターの項中「食堂」を「多目的室」に改める。

別表第３新潟市小杉地区コミュニティセンターの項中「（その日が休日に当たる場合

は，その日後においてその日に最も近い休日でない日）」及び「（月曜日及び月曜日か

ら連続する休日を除く。）」を削り，「午前９時から午後１０時まで」を「午前９時か

ら午後９時まで」に改める。

別表第４のうち２１の表食堂の項中「食堂」を「多目的室」に改める。

第２条 新潟市コミュニティセンター及びコミュニティハウス条例の一部を次のように改

正する。

別表第１に次のように加える。

新潟市曽野木コ

ミュニティセン

ター

新潟市江南区曽

野木１丁目２１

番８号

多目的ホール，交流スペース（子育ち），交

流スペース（土間ロビー），交流スペース（

工作室），研修室，コミュニティルーム

別表第３新潟市潟東地域コミュニティセンターの項の次に次のように加える。

新潟市曽野木コミュニ

ティセンター

月曜日，休日及び１２月２９

日から翌年１月３日まで

午前９時から午後９時

まで

別表第４中５３の表を５４の表とし，４０の表から５２の表までを１表ずつ繰り下げ，
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３９の表の次に次の１表を加える。

４０ 新潟市曽野木コミュニティセンター

施設名 単位 利用料金の上限額（円）

多目的ホール１ １時間につき ５００

多目的ホール２ １時間につき ５００

交流スペース（子育ち） １時間につき ４００

交流スペース（土間ロビー） １時間につき ３００

交流スペース（工作室） １時間につき ２００

研修室 １時間につき ３００

コミュニティルーム １時間につき ３００

  附 則

（施行期日）

１ この条例は，次の各号に掲げる区分に応じ，当該各号に定める日から施行する。

（１） 次項及び附則第３項の規定 公布の日

（２） 第１条の規定 令和４年４月１日

（３） 第２条の規定 公布の日から起算して１年を超えない範囲内において規則で定

める日

（準備行為）

２ 新潟市白根地域生活センターの多目的室にかかる行為のうち，次の各号にかかる行為

については，この条例の施行前においても，改正後の新潟市コミュニティセンター及び

コミュニティハウス条例の規定の例により行うことができる。

（１） 指定管理者が行う利用の許可及び許可の取消し

（２） 指定管理者が行う利用料金の額並びに免除及び還付の基準を定める行為

（３） 利用者が行う利用の取止めの申出

（４） 前３号に関し必要な手続き
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（５） 前各号に定めるもののほか，利用に関し必要な行為

３ 市長が行う新潟市曽野木コミュニティセンターの利用の許可及び許可の取消し並びに

指定管理者の指定，利用者が行う利用の取止めの申出，新潟市曽野木コミュニティセン

ターの指定管理者が行う利用料金の額並びに免除及び還付の基準を定める行為並びにこ

れらに関し必要な手続その他の行為は，この条例の施行前においても，改正後の新潟市

コミュニティセンター及びコミュニティハウス条例の規定の例により行うことができる。
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議案第５０号

   新潟市市税条例等の一部改正について

新潟市市税条例等の一部を改正する条例を次のように制定するものとする。

  令和３年６月１１日提出

                            新潟市長 中原 八一

   新潟市市税条例等の一部を改正する条例

（新潟市市税条例の一部改正）

第１条 新潟市市税条例（昭和３７年新潟市条例第２号）の一部を次のように改正する。

  第１２条第２項中「及び扶養親族」の次に「（年齢１６歳未満の者及び控除対象扶養

親族に限る。以下この項において同じ。）」を加える。

  第１６条第１号中「扶養親族」の次に「（年齢１６歳未満の者及び控除対象扶養親族

に限る。）」を加える。

  第２９条の２第４項中「所得税法第１９８条第２項に規定する納税地の所轄税務署長

の承認を受けている」を「令第４８条の９の７の２において準用する令第８条の２の２

に規定する要件を満たす」に改め，「次条第４項」の次に「及び第４５条の８第３項」

を加える。

  第２９条の３第１項中「控除対象扶養親族を除く」を「年齢１６歳未満の者に限る」

に改め，同条第４項中「所得税法第２０３条の６第６項に規定する納税地の所轄税務署

長の承認を受けている」を「令第４８条の９の７の３において準用する令第８条の２の

２に規定する要件を満たす」に改める。

  第４５条の７第１項第１号中「本条，次条第２項及び」を「この条，次条第２項及び

第３項並びに」に改める。

  第４５条の８に次の２項を加える。

３ 第１項の退職手当等の支払を受ける者は，退職所得申告書の提出の際に経由すべき

退職手当等の支払をする者が令第４８条の１８において準用する令第８条の２の２に
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規定する要件を満たす場合には，法施行規則で定めるところにより，当該退職所得申

告書の提出に代えて，当該退職手当等の支払をする者に対し，当該退職所得申告書に

記載すべき事項を電磁的方法により提供することができる。

４ 前項の規定の適用がある場合における第２項の規定の適用については，同項中「退

職所得申告書が」とあるのは「退職所得申告書に記載すべき事項を」と，「支払をす

る者に受理されたとき」とあるのは「支払をする者が提供を受けたとき」と，「受理

された時」とあるのは「提供を受けた時」とする。

  附則第３条の３第１項中「及び扶養親族」の次に「（年齢１６歳未満の者及び控除対

象扶養親族に限る。以下この項において同じ。）」を加える。

  附則第４条中「令和４年度」を「令和９年度」に改める。

  附則第１４条第１項中「第５項」を「第８項」に改め，同条第２項中「，当該軽自動

車が平成３１年４月１日から令和２年３月３１日までの間に初回車両番号指定を受けた

場合には令和２年度分の軽自動車税の種別割に限り」を削り，同条第３項中「この項及

び次項」を「この条」に改め，「，当該ガソリン軽自動車が平成３１年４月１日から令

和２年３月３１日までの間に初回車両番号指定を受けた場合には令和２年度分の軽自動

車税の種別割に限り」を削り，同条第４項中「，当該ガソリン軽自動車が平成３１年４

月１日から令和２年３月３１日までの間に初回車両番号指定を受けた場合には令和２年

度分の軽自動車税の種別割に限り」を削り，同条に次の３項を加える。

６ 法附則第３０条第２項第１号及び第２号に掲げる三輪以上の軽自動車（自家用の乗

用のものを除く。）に対する第７８条の規定の適用については，当該軽自動車が令和

３年４月１日から令和４年３月３１日までの間に初回車両番号指定を受けた場合には

令和４年度分の軽自動車税の種別割に限り，当該軽自動車が令和４年４月１日から令

和５年３月３１日までの間に初回車両番号指定を受けた場合には令和５年度分の軽自

動車税の種別割に限り，第２項の表の左欄に掲げる同条の規定中同表の中欄に掲げる

字句は，それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。
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７ 法附則第３０条第７項の規定の適用を受ける三輪以上のガソリン軽自動車（営業用

の乗用のものに限る。）に対する第７８条の規定の適用については，当該ガソリン軽

自動車が令和３年４月１日から令和４年３月３１日までの間に初回車両番号指定を受

けた場合には令和４年度分の軽自動車税の種別割に限り，当該ガソリン軽自動車が令

和４年４月１日から令和５年３月３１日までの間に初回車両番号指定を受けた場合に

は令和５年度分の軽自動車税の種別割に限り，第３項の表の左欄に掲げる同条の規定

中同表の中欄に掲げる字句は，それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。

８ 法附則第３０条第８項の規定の適用を受ける三輪以上のガソリン軽自動車（前項の

規定の適用を受けるものを除き，営業用の乗用のものに限る。）に対する第７８条の

規定の適用については，当該ガソリン軽自動車が令和３年４月１日から令和４年３月

３１日までの間に初回車両番号指定を受けた場合には令和４年度分の軽自動車税の種

別割に限り，当該ガソリン軽自動車が令和４年４月１日から令和５年３月３１日まで

の間に初回車両番号指定を受けた場合には令和５年度分の軽自動車税の種別割に限り，

第４項の表の左欄に掲げる同条の規定中同表の中欄に掲げる字句は，それぞれ同表の

右欄に掲げる字句とする。

  附則第１４条の２第１項中「第５項」を「第８項」に改める。

  附則第４０条に次の１項を加える。

２ 所得割の納税義務者が前年分の所得税につき新型コロナウイルス感染症特例法第６

条の２第１項の規定の適用を受けた場合における附則第５条の３の２第１項の規定の

適用については，同項中「令和１５年度」とあるのは「令和１７年度」と，「令和３

年」とあるのは「令和４年」とする。

（新潟市市税条例等の一部を改正する条例の一部改正）

第２条 新潟市市税条例等の一部を改正する条例（令和２年新潟市条例第３４号）の一部

を次のように改正する。

  第３条のうち，新潟市市税条例第４３条第１０項の改正規定中「第３２１条の８第５
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２項」を「第３２１条の８第６０項」に，「同条第５２項」を「同条第６０項」に改め，

同条第１６項の改正規定中「第３２１条の８第６１項」を「第３２１条の８第６９項」

に改め，同条例第４４条第４項の改正規定中「「又は第３１項」に」の次に「，「第４

８条の１５の５第４項」を「第４８条の１５の４第４項」に」を加え，同条例第４４条

の２の改正規定中「第４４条の２第４項」を「第４４条の２第３項中「第４８条の１５

の５第４項」を「第４８条の１５の４第４項」に改め，同条第４項」に改め，同条例附

則第３条の２第２項の改正規定の次に次のように加える。

   附則第３条の２の２第１項中「及び第４項」及び「又は法人税法第８１条の２４第

１項の規定により延長された法第３２１条の８第４項に規定する申告書の提出期限」

を削り，同条第２項中「又は法第３２１条の８第４項に規定する連結法人税額の課税

標準の算定期間」を削る。

  附 則

（施行期日）

第１条 この条例は，次の各号に掲げる区分に応じ，当該各号に定める日から施行する。

（１） 次号及び第３号に掲げる規定以外の規定 公布の日

（２） 第１条中新潟市市税条例附則第４条の改正規定 令和４年１月１日

（３） 第１条中新潟市市税条例第１２条第２項，第１６条第１号，第２９条の３第１

項及び附則第３条の３第１項の改正規定並びに次条第４項の規定 令和６年１月１日

（市民税に関する経過措置）

第２条 第１条の規定による改正後の新潟市市税条例（以下「新条例」という。）第２９

条の２第４項の規定は，令和３年４月１日以後に行う同項に規定する電磁的方法による

同項に規定する申告書に記載すべき事項の提供について適用し，同日前に行った第１条

の規定による改正前の新潟市市税条例（次項において「旧条例」という。）第２９条の

２第４項に規定する電磁的方法による同項に規定する申告書に記載すべき事項の提供に

ついては，なお従前の例による。
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２ 新条例第２９条の３第４項の規定は，令和３年４月１日以後に行う新条例第２９条の

２第４項に規定する電磁的方法による新条例第２９条の３第４項に規定する申告書に記

載すべき事項の提供について適用し，同日前に行った旧条例第２９条の２第４項に規定

する電磁的方法による旧条例第２９条の３第４項に規定する申告書に記載すべき事項の

提供については，なお従前の例による。

３ 新条例第４５条の８第３項の規定は，令和３年４月１日以後に行う新条例第２９条の

２第４項に規定する電磁的方法による新条例第４５条の８第３項に規定する退職所得申

告書に記載すべき事項の提供について適用する。

４ 新条例の規定中個人の市民税に関する部分は，令和６年度以後の年度分の個人の市民

税について適用し，令和５年度分までの個人の市民税については，なお従前の例による。

（軽自動車税に関する経過措置）

第３条 新条例の規定中軽自動車税の種別割に関する部分は，令和３年度以後の年度分の

軽自動車税の種別割について適用し，令和２年度分までの軽自動車税の種別割について

は，なお従前の例による。
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議案第５１号

   新潟市固定資産評価審査委員会条例の一部改正について

新潟市固定資産評価審査委員会条例の一部を改正する条例を次のように制定するものと

する。

  令和３年６月１１日提出

新潟市長 中原 八一

   新潟市固定資産評価審査委員会条例の一部を改正する条例

新潟市固定資産評価審査委員会条例（平成９年新潟市条例第４号）の一部を次のように

改正する。

第４条中第４項を削り，第５項を第４項とし，第６項を第５項とする。

第８条第５項中「記載し，提出者がこれに署名押印しなければならない」を「記載しな

ければならない」に改める。

  附 則

この条例は，公布の日から施行する。
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議案第５２号

   新潟市児童福祉施設の設備及び運営の基準に関する条例の一部改正について

新潟市児童福祉施設の設備及び運営の基準に関する条例の一部を改正する条例を次のよ

うに制定するものとする。

  令和３年６月１１日提出

                            新潟市長 中原 八一  

   新潟市児童福祉施設の設備及び運営の基準に関する条例の一部を改正する条例

新潟市児童福祉施設の設備及び運営の基準に関する条例（平成２４年新潟市条例第７７

号）の一部を次のように改正する。

目次中「第１４章 児童家庭支援センター（第１０９条―第１１１条）」 を

    「第１４章 児童家庭支援センター（第１０９条―第１１１条）

     第１５章 雑則（第１１２条）              」

に改める。

第３０条第１項第４号ア中「児童福祉事業」を「相談援助業務（法第１３条第３項第２

号に規定する相談援助業務をいう。以下同じ。）」に，「児童福祉に関する事務」を「相

談援助業務」に改め，同号イ中「社会福祉事業」を「相談援助業務」に改める。

第３８条第１項第４号ア中「児童福祉事業」を「相談援助業務」に，「児童福祉に関す

る事務」を「相談援助業務」に改め，同号イ中「社会福祉事業」を「相談援助業務」に改

める。

第５８条第１項第４号ア中「児童福祉事業」を「相談援助業務」に，「児童福祉に関す

る事務」を「相談援助業務」に改め，同号イ中「社会福祉事業」を「相談援助業務」に改

める。

第９２条第１項第４号ア中「児童福祉事業」を「相談援助業務」に，「児童福祉に関す

る事務」を「相談援助業務」に改め，同号イ中「社会福祉事業」を「相談援助業務」に改

める。

第９５条中「第４３条の５」を「第４３条の２」に改める。
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第１００条第１項第４号ア中「児童福祉事業」を「相談援助業務」に，「児童福祉に関

する事務」を「相談援助業務」に改め，同号イ中「社会福祉事業」を「相談援助業務」に

改める。

本則に次の１章を加える。

   第１５章 雑則

（電磁的記録）

第１１２条 児童福祉施設及びその職員は，記録，作成その他これらに類するもののうち，

この条例の規定において書面（書面，書類，文書，謄本，抄本，正本，副本，複本その

他文字，図形等人の知覚によって認識することができる情報が記載された紙その他の有

体物をいう。以下この条において同じ。）で行うことが規定されている又は想定される

ものについては，書面に代えて，当該書面に係る電磁的記録（電子的方式，磁気的方式

その他人の知覚によっては認識することができない方式で作られる記録であって，電子

計算機による情報処理の用に供されるものをいう。）により行うことができる。

   附 則

（施行期日）

１ この条例は，次の各号に掲げる区分に応じ，当該各号に定める日から施行する。

（１） 目次の改正規定及び本則に１章を加える改正規定 公布の日

（２） 前号に掲げる規定以外の改正規定 令和４年４月１日

（経過措置）

２ 令和３年７月１日から前項第１号に掲げる施行の日の前日までの間に，この条例の規

定において書面で行うことが規定されている又は想定されるものについて，改正後の条

例の規定の例により書面に代えて，電磁的記録により行っていた者は，改正後の条例の

規定により電磁的記録を行っていたものとみなす。

３ 第１項第２号の規定の施行の際現に乳児院，母子生活支援施設，児童養護施設，児童

心理治療施設及び児童自立支援施設の長（以下この項において「乳児院等の長」とい
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う。）として勤務している者については，この条例による改正後の新潟市児童福祉施設

の設備及び運営の基準に関する条例に規定する乳児院等の長とみなす。
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議案第５３号

   新潟市婦人保護施設の設備及び運営の基準に関する条例等の一部改正について

新潟市婦人保護施設の設備及び運営の基準に関する条例等の一部を改正する条例を次の

ように制定するものとする。

  令和３年６月１１日提出

                            新潟市長 中原 八一  

   新潟市婦人保護施設の設備及び運営の基準に関する条例等の一部を改正する条例

（新潟市婦人保護施設の設備及び運営の基準に関する条例の一部改正）

第１条 新潟市婦人保護施設の設備及び運営の基準に関する条例（平成２４年新潟市条例

第７４号）の一部を次のように改正する。

本則に次の１条を加える。

  （電磁的記録）

第２０条 婦人保護施設は，作成，保存その他これらに類するもののうち，この条例の

規定において書面（書面，書類，文書，謄本，抄本，正本，副本，複本その他文字，

図形等人の知覚によって認識することができる情報が記載された紙その他の有体物を

いう。以下この条において同じ。）で行うことが規定されている又は想定されるもの

については，書面に代えて，当該書面に係る電磁的記録（電子的方式，磁気的方式そ

の他人の知覚によっては認識することができない方式で作られる記録であって，電子

計算機による情報処理の用に供されるものをいう。）により行うことができる。

（新潟市指定障害児通所支援の事業等の人員，設備及び運営の基準に関する条例の一部

改正）

第２条 新潟市指定障害児通所支援の事業等の人員，設備及び運営の基準に関する条例（

平成２４年新潟市条例第７８号）の一部を次のように改正する。

目次中「第７章 多機能型事業所に関する特例（第９０条―第９２条）」 を

    「第７章 多機能型事業所に関する特例（第９０条―第９２条）
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     第８章 雑則（第９３条）                」 に改める。

  本則に次の１章を加える。

    第８章 雑則

（電磁的記録等）

第９３条 指定障害児通所支援事業者等及びその従業者は，作成，保存その他これらに

類するもののうち，この条例の規定において書面（書面，書類，文書，謄本，抄本，

正本，副本，複本その他文字，図形等人の知覚によって認識することができる情報が

記載された紙その他の有体物をいう。以下この条において同じ。）で行うことが規定

されている又は想定されるもの（第１４条第１項（第５５条の５，第５９条，第７１

条，第７８条，第７８条の２，第８１条，第８１条の９及び第８９条において準用す

る場合を含む。），第１８条（第５５条の５，第５９条，第７１条，第７８条，第７

８条の２，第８１条，第８１条の９及び第８９条において準用する場合を含む。）及

び次項に規定するものを除く。）については，書面に代えて，当該書面に係る電磁的

記録（電子的方式，磁気的方式その他人の知覚によっては認識することができない方

式で作られる記録であって，電子計算機による情報処理の用に供されるものをいう。）

により行うことができる。

２ 指定障害児通所支援事業者等及びその従業者は，交付，説明，同意その他これらに

類するもの（以下「交付等」という。）のうち，この条例の規定において書面で行う

ことが規定されている又は想定されるものについては，当該交付等の相手方の承諾を

得て，当該交付等の相手方が障がい児又は通所給付決定保護者である場合には当該障

がい児又は当該通所給付決定保護者に係る障がい児の障がいの特性に応じた適切な配

慮をしつつ，書面に代えて，電磁的方法（電子的方法，磁気的方法その他人の知覚に

よって認識することができない方法をいう。）によることができる。

（新潟市指定障害児入所施設等の人員，設備及び運営の基準に関する条例の一部改正）

第３条 新潟市指定障害児入所施設等の人員，設備及び運営の基準に関する条例（平成２
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４年新潟市条例第７９号）の一部を次のように改正する。

目次中「 第３節 運営に関する基準（第５５条―第５８条）」 を

    「 第３節 運営に関する基準（第５５条―第５８条）

に改める。

     第４章 雑則（第５９条）            」

  本則に次の１章を加える。

    第４章 雑則

（電磁的記録等）

第５９条 指定障害児入所施設等及びその従業者は，作成，保存その他これらに類する

もののうち，この条例の規定において書面（書面，書類，文書，謄本，抄本，正本，

副本，複本その他文字，図形等人の知覚によって認識することができる情報が記載さ

れた紙その他の有体物をいう。以下この条において同じ。）で行うことが規定されて

いる又は想定されるもの（第１１条（第５８条において準用する場合を含む。），第

１５条第１項（第５８条において準用する場合を含む。）及び次項に規定するものを

除く。）については，書面に代えて，当該書面に係る電磁的記録（電子的方式，磁気

的方式その他人の知覚によっては認識することができない方式で作られる記録であっ

て，電子計算機による情報処理の用に供されるものをいう。）により行うことができ

る。

２ 指定障害児入所施設等及びその従業者は，交付，説明，同意その他これらに類する

もの（以下「交付等」という。）のうち，この条例の規定において書面で行うことが

規定されている又は想定されるものについては，当該交付等の相手方の承諾を得て，

当該交付等の相手方が障がい児又は入所給付決定保護者である場合には当該障がい児

又は当該入所給付決定保護者に係る障がい児の障がいの特性に応じた適切な配慮をし

つつ，書面に代えて，電磁的方法（電子的方法，磁気的方法その他人の知覚によって

認識することができない方法をいう。）によることができる。

（新潟市指定障害福祉サービスの事業等の人員，設備及び運営の基準に関する条例の一
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部改正）

第４条 新潟市指定障害福祉サービスの事業等の人員，設備及び運営の基準に関する条例

（平成２４年新潟市条例第８０号）の一部を次のように改正する。

目次中「第１８章 離島その他の地域における基準該当障害福祉サービスに関

する基準（第２０６条―第２１０条）         」

を

「第１８章 離島その他の地域における基準該当障害福祉サービスに関

する基準（第２０６条―第２１０条）

第１９章 雑則（第２１１条）                 」

に

改める。

  本則に次の１章を加える。

    第１９章 雑則

（電磁的記録等）

第２１１条 指定障害福祉サービス事業者及びその従業者は，作成，保存その他これら

に類するもののうち，この条例の規定において書面（書面，書類，文書，謄本，抄本，

正本，副本，複本その他文字，図形等人の知覚によって認識することができる情報が

記載された紙その他の有体物をいう。以下この条において同じ。）で行うことが規定

されている又は想定されるもの（第１１条第１項（第４４条第１項及び第２項，第４

４条の４，第４９条第１項及び第２項，第９５条，第９５条の５，第１２３条，第１

４９条，第１４９条の４，第１５９条，第１５９条の４，第１７２条，第１８５条，

第１９０条，第１９４条，第１９４条の１２，第１９４条の２０並びに第２１０条第

１項において準用する場合を含む。），第１５条（第４４条第１項及び第２項，第４

４条の４，第４９条第１項及び第２項，第７８条，第９５条，第９５条の５，第１１

０条，第１１０条の４，第１２３条，第１４９条，第１４９条の４，第１５９条，第

１５９条の４，第１７２条，第１８５条，第１９０条，第１９４条，第１９４条の１

２，第１９４条の２０，第２０１条，第２０１条の１１，第２０１条の２２並びに第
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２１０条第１項において準用する場合を含む。），第５４条第１項，第１０４条第１

項（第１１０条の４において準用する場合を含む。），第１９８条の３第１項（第２

０１条の１１及び第２０１条の２２において準用する場合を含む。）及び次項に規定

するものを除く。）については，書面に代えて，当該書面に係る電磁的記録（電子的

方式，磁気的方式その他人の知覚によっては認識することができない方式で作られる

記録であって，電子計算機による情報処理の用に供されるものをいう。）により行う

ことができる。

２ 指定障害福祉サービス事業者及びその従業者は，交付，説明，同意，締結その他こ

れらに類するもの（以下「交付等」という。）のうち，この条例の規定において書面

で行うことが規定されている又は想定されるものについては，当該交付等の相手方の

承諾を得て，当該交付等の相手方が利用者である場合には当該利用者に係る障がいの

特性に応じた適切な配慮をしつつ，書面に代えて，電磁的方法（電子的方法，磁気的

方法その他人の知覚によって認識することができない方法をいう。）によることがで

きる。

（新潟市指定障害者支援施設の人員，設備及び運営の基準に関する条例の一部改正）

第５条 新潟市指定障害者支援施設の人員，設備及び運営の基準に関する条例（平成２４

年新潟市条例第８１号）の一部を次のように改正する。

目次中「 第３節 運営に関する基準（第１１条―第６１条）」 を

「 第３節 運営に関する基準（第１１条―第６１条）

第３章 雑則（第６２条）            」

に改める。

本則に次の１章を加える。

    第３章 雑則

（電磁的記録等）

第６２条 指定障害者支援施設等及びその従業者は，作成，保存その他これらに類する

もののうち，この条例の規定において書面（書面，書類，文書，謄本，抄本，正本，
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副本，複本その他文字，図形等人の知覚によって認識することができる情報が記載さ

れた紙その他の有体物をいう。以下この条において同じ。）で行うことが規定されて

いる又は想定されるもの（第１２条第１項，第１６条及び次項に規定するものを除

く。）については，書面に代えて，当該書面に係る電磁的記録（電子的方式，磁気的

方式その他人の知覚によっては認識することができない方式で作られる記録であって，

電子計算機による情報処理の用に供されるものをいう。）により行うことができる。

２ 指定障害者支援施設等及びその従業者は，交付，説明，同意，締結その他これらに

類するもの（以下「交付等」という。）のうち，この条例の規定において書面で行う

ことが規定されている又は想定されるものについては，当該交付等の相手方の承諾を

得て，当該交付等の相手方が利用者である場合には当該利用者に係る障がいの特性に

応じた適切な配慮をしつつ，書面に代えて，電磁的方法（電子的方法，磁気的方法そ

の他人の知覚によって認識することができない方法をいう。）によることができる。

（新潟市障害福祉サービス事業の設備及び運営の基準に関する条例の一部改正）

第６条 新潟市障害福祉サービス事業の設備及び運営の基準に関する条例（平成２４年新

潟市条例第８２号）の一部を次のように改正する。

目次中「第９章 多機能型に関する特例（第８８条―第９０条）」 を

「第９章 多機能型に関する特例（第８８条―第９０条）

第１０章 雑則（第９１条）            」

に改める。

  本則に次の１章を加える。

    第１０章 雑則

（電磁的記録等）

第９１条 障害福祉サービス事業者及びその職員は，作成，保存その他これらに類する

もののうち，この条例の規定において書面（書面，書類，文書，謄本，抄本，正本，

副本，複本その他文字，図形等人の知覚によって認識することができる情報が記載さ

れた紙その他の有体物をいう。以下この条において同じ。）で行うことが規定されて
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いる又は想定されるもの（次項に規定するものを除く。）については，書面に代えて，

当該書面に係る電磁的記録（電子的方式，磁気的方式その他人の知覚によっては認識

することができない方式で作られる記録であって，電子計算機による情報処理の用に

供されるものをいう。）により行うことができる。

２ 障害福祉サービス事業者及びその職員は，交付，説明，同意，締結その他これらに

類するもの（以下「交付等」という。）のうち，この条例の規定において書面で行う

ことが規定されている又は想定されるものについては，当該交付等の相手方の承諾を

得て，当該交付等の相手方が利用者である場合には当該利用者に係る障がいの特性に

応じた適切な配慮をしつつ，書面に代えて，電磁的方法（電子的方法，磁気的方法そ

の他人の知覚によって認識することができない方法をいう。）によることができる。

（新潟市地域活動支援センターの設備及び運営の基準に関する条例の一部改正）

第７条 新潟市地域活動支援センターの設備及び運営の基準に関する条例（平成２４年新

潟市条例第８３号）の一部を次のように改正する。

本則に次の１条を加える。

（電磁的記録等）

第２１条 地域活動支援センター及びその職員は，記録，保存その他これらに類するも

ののうち，この条例の規定において書面（書面，書類，文書，謄本，抄本，正本，副

本，複本その他文字，図形等人の知覚によって認識することができる情報が記載され

た紙その他の有体物をいう。以下この条において同じ。）で行うことが規定されてい

る又は想定されるもの（次項に規定するものを除く。）については，書面に代えて，

当該書面に係る電磁的記録（電子的方式，磁気的方式その他人の知覚によっては認識

することができない方式で作られる記録であって，電子計算機による情報処理の用に

供されるものをいう。）により行うことができる。

２ 地域活動支援センター及びその職員は，説明，同意その他これらに類するもの（以

下「説明等」という。）のうち，この条例の規定において書面で行うことが規定され
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ている又は想定されるものについては，当該説明等の相手方の承諾を得て，当該説明

等の相手方が利用者である場合には当該利用者に係る障がいの特性に応じた適切な配

慮をしつつ，書面に代えて，電磁的方法（電子的方法，磁気的方法その他人の知覚に

よって認識することができない方法をいう。）によることができる。

（新潟市福祉ホームの設備及び運営の基準に関する条例の一部改正）

第８条 新潟市福祉ホームの設備及び運営の基準に関する条例（平成２４年新潟市条例第

８４号）の一部を次のように改正する。

本則に次の１条を加える。

（電磁的記録等）

第１９条 福祉ホーム及びその職員は，記録，保存その他これらに類するもののうち，

この条例の規定において書面（書面，書類，文書，謄本，抄本，正本，副本，複本そ

の他文字，図形等人の知覚によって認識することができる情報が記載された紙その他

の有体物をいう。以下この条において同じ。）で行うことが規定されている又は想定

されるもの（次項に規定するものを除く。）については，書面に代えて，当該書面に

係る電磁的記録（電子的方式，磁気的方式その他人の知覚によっては認識することが

できない方式で作られる記録であって，電子計算機による情報処理の用に供されるも

のをいう。）により行うことができる。

２ 福祉ホーム及びその職員は，説明，同意その他これらに類するもの（以下「説明等」

という。）のうち，この条例の規定において書面で行うことが規定されている又は想

定されるものについては，当該説明等の相手方の承諾を得て，当該説明等の相手方が

利用者である場合には当該利用者に係る障がいの特性に応じた適切な配慮をしつつ，

書面に代えて，電磁的方法（電子的方法，磁気的方法その他人の知覚によって認識す

ることができない方法をいう。）によることができる。

（新潟市障害者支援施設の設備及び運営の基準に関する条例の一部改正）

第９条 新潟市障害者支援施設の設備及び運営の基準に関する条例（平成２４年新潟市条
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例第８５号）の一部を次のように改正する。

目次中「第２章 設備及び運営に関する基準（第４条―第４５条）」 を

「第２章 設備及び運営に関する基準（第４条―第４５条）

第３章 雑則（第４７条）              」

に改める。

  本則に次の１章を加える。

    第３章 雑則

（電磁的記録等）

第４７条 障害者支援施設及びその職員は，作成，保存その他これらに類するもののう

ち，この条例の規定において書面（書面，書類，文書，謄本，抄本，正本，副本，複

本その他文字，図形等人の知覚によって認識することができる情報が記載された紙そ

の他の有体物をいう。以下この条において同じ。）で行うことが規定されている又は

想定されるもの（次項に規定するものを除く。）については，書面に代えて，当該書

面に係る電磁的記録（電子的方式，磁気的方式その他人の知覚によっては認識するこ

とができない方式で作られる記録であって，電子計算機による情報処理の用に供され

るものをいう。）により行うことができる。

２ 障害者支援施設及びその職員は，交付，説明，同意，締結その他これらに類するも

の（以下「交付等」という。）のうち，この条例の規定において書面で行うことが規

定されている又は想定されるものについては，当該交付等の相手方の承諾を得て，当

該交付等の相手方が利用者である場合には当該利用者に係る障がいの特性に応じた適

切な配慮をしつつ，書面に代えて，電磁的方法（電子的方法，磁気的方法その他人の

知覚によって認識することができない方法をいう。）によることができる。

（新潟市家庭的保育事業等の設備及び運営の基準に関する条例の一部改正）

第１０条 新潟市家庭的保育事業等の設備及び運営の基準に関する条例（平成２６年新潟

市条例第６２号）の一部を次のように改正する。

目次中「第５章 事業所内保育事業（第４２条―第４８条）」 を
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「第５章 事業所内保育事業（第４２条―第４８条）

第６章 雑則（第４９条）           」

に改める。

  本則に次の１章を加える。

    第６章 雑則

  （電磁的記録）

第４９条 家庭的保育事業者等及びその職員は，記録，作成その他これらに類するもの

のうち，この条例の規定において書面（書面，書類，文書，謄本，抄本，正本，副本，

複本その他文字，図形等人の知覚によって認識することができる情報が記載された紙

その他の有体物をいう。以下この条において同じ。）で行うことが規定されている又

は想定されるものについては，書面に代えて，当該書面に係る電磁的記録（電子的方

式，磁気的方式その他人の知覚によっては認識することができない方式で作られる記

録であって，電子計算機による情報処理の用に供されるものをいう。）により行うこ

とができる。

   附 則

（施行期日）

１ この条例は，公布の日から施行する。

（経過措置）

２ 令和３年７月１日からこの条例の施行の日の前日までの間に，この条例の規定におい

て書面で行うことが規定されている又は想定されるものについて，改正後の条例の規定

の例により書面に代えて，電磁的記録又は電磁的方法（以下この項において「電磁的記

録等」という。）により行っていた者は，改正後の条例の規定により電磁的記録等を行

っていたものとみなす。
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議案第５４号

新潟市救護施設，更生施設，授産施設及び宿所提供施設の設備及び運営の基準に関

する条例の一部改正について

新潟市救護施設，更生施設，授産施設及び宿所提供施設の設備及び運営の基準に関する

条例の一部を改正する条例を次のように制定するものとする。

  令和３年６月１１日提出

                            新潟市長 中原 八一

新潟市救護施設，更生施設，授産施設及び宿所提供施設の設備及び運営の基準に関

する条例の一部を改正する条例

新潟市救護施設，更生施設，授産施設及び宿所提供施設の設備及び運営の基準に関する

条例（平成２４年新潟市条例第７６号）の一部を次のように改正する。

第９条の次に次の２条を加える。

（就業環境の整備）

第９条の２ 救護施設等は，利用者に対し適切な処遇を行う観点から，職場において行わ

れる性的な言動又は優越的な関係を背景とした言動であって業務上必要かつ相当な範囲

を超えたものにより職員の就業環境が害されることを防止するための方針の明確化等の

必要な措置を講じなければならない。

（業務継続計画の策定等）

第９条の３ 救護施設等は，感染症や非常災害の発生時において，利用者に対する処遇を

継続的に行うための，及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画（以下「業

務継続計画」という。）を策定し，当該業務継続計画に従い必要な措置を講じなければ

ならない。

２ 救護施設等は，職員に対し，業務継続計画について周知するとともに，必要な研修及

び訓練を定期的に実施しなければならない。

３ 救護施設等は，定期的に業務継続計画の見直しを行い，必要に応じて業務継続計画の
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変更を行うものとする。

第１０条第４項を同条第５項とし，同条第３項中「近隣住民」を「地域住民」に改め，

同項を同条第４項とし，同条第２項の次に次の１項を加える。

３ 救護施設等は，前項に規定する訓練の実施に当たって，地域住民の参加が得られるよ

う連携に努めなければならない。

第２０条第２項を次のように改める。

２ 救護施設は，当該救護施設において感染症又は食中毒が発生し，又はまん延しないよ

うに，次の各号に掲げる措置を講じなければならない。

（１） 当該救護施設における感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止のための対策

を検討する委員会（テレビ電話装置その他の情報通信機器を活用して行うことができ

るものとする。）を定期的に開催するとともに，その結果について，職員に周知徹底

を図ること。

（２） 当該救護施設における感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止のための指針

を整備すること。

（３） 当該救護施設において，職員に対し，感染症及び食中毒の予防及びまん延の防

止のための研修並びに感染症の予防及びまん延の防止のための訓練を定期的に実施す

ること。

   附 則

（施行期日）

１ この条例は，令和３年８月１日から施行する。

（業務継続計画の策定等に係る経過措置）

２ この条例の施行の日から令和６年３月３１日までの間，改正後の第９条の３の規定の

適用については，「講じなければ」とあるのは「講ずるよう努めなければ」と，「実施

しなければ」とあるのは「実施するよう努めなければ」と，「行うものとする」とある

のは「行うよう努めるものとする」とする。

-41-



（感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止のための措置に係る経過措置）

３ この条例の施行の日から令和６年３月３１日までの間，改正後の第２０条第２項（第

２８条，第３４条及び第４０条において準用する場合を含む。）の規定の適用について

は，「講じなければ」とあるのは「講ずるよう努めなければ」とする。
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議案第５５号

   新潟市小須戸地区花とみどりのシンボルゾーン条例の一部改正について

新潟市小須戸地区花とみどりのシンボルゾーン条例の一部を改正する条例を次のように

制定するものとする。

  令和３年６月１１日提出

                           新潟市長 中原 八一

   新潟市小須戸地区花とみどりのシンボルゾーン条例の一部を改正する条例

新潟市小須戸地区花とみどりのシンボルゾーン条例（平成１６年新潟市条例第７２号）

の一部を次のように改正する。

第２条の２中「次の表に掲げるとおり」を「午前９時から午後５時３０分まで」に改め，

同条の表を削る。

別表を次のように改める。

別表（第１０条関係）

区分 使用料の額（円）

花とみどり館 多目的ホール 午前 １,０００

午後 １,５００

全日 ２,５００

常設展示場 屋内 １区画（３．３３平方メー

トル）につき年額

５,０００

下屋 ３,５００

屋外 １区画（１２．７平方メー

トル）につき年額

５,０００

総合交流拠点

施設

農産物等加工室 午前 ３,０００

午後 ５,０００

全日 ８,０００
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花き・花木展示直売

室

全面利用する場合 全日 ３０,０００

半面利用する場合 １５,０００

研修室 午前 １,０００

午後 １,５００

全日 ２,５００

体験加工室 午前 ２,０００

午後 ３,０００

全日 ５,０００

市民農園 １平方メートルにつき年額 １５０

体験農園 １人又は１家族につき年額 １,２００

備考

１ 上表中「午前」とは午前９時から正午までを，「午後」とは午後１時から午後

５時までを，「全日」とは午前９時から午後５時までをいう。

２ 午前及び午後の利用時間区分を継続して利用する場合（午後及び翌日午前の利

用時間区分を継続して利用する場合を除く。）は，全日の利用時間区分とする。

３ 利用時間が備考１に規定する時間に満たない場合でも時間割計算は行わない。

４ 備考１に規定する利用時間以外の時間に利用する場合の使用料の額は，１時間

につき，午後の使用料の額を時間割して計算した額とする。この場合において，

その利用時間に１時間未満の端数の時間があるときはこれを１時間とし，算出さ

れた使用料の額に１００円未満の端数が生じたときは，その端数が５０円未満で

あるときはこれを切り捨て，５０円以上であるときはこれを１００円に切り上げ

て計算する。

５ 備考４に規定する利用時間以外の時間は，次のとおりとする。

（１） 午前の利用時間区分から継続して利用する正午から午後１時までの時間

（２） 午後の利用時間区分に継続して利用する正午から午後１時までの時間
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（３） 午前の利用時間に継続して利用する前日午後５時から午前９時までの時

間

（４） 午後又は全日の利用時間区分から継続して利用する午後５時から翌日午

前９時までの時間

６ 営利，宣伝又は営業上の目的をもって利用する場合の使用料の額は，上表及び

備考４に規定する使用料の額の２倍（入場料，会費又はこれに類する料金を徴収

し，かつ市外に住所を有するものが利用する場合は３倍）に相当する額とする。

７ 営利，宣伝又は営業上の目的としないで入場料，会費又はこれに類する料金を

徴収して利用する場合の使用料の額は，上表及び備考４に規定する使用料の額の

２倍に相当する額とする。

８ 市民農園の使用料の額に１０円未満の端数金額が生じたときは，その端数金額

を切り捨てる。

附 則

（施行期日）

１ この条例は，令和４年４月１日から施行する。

（経過措置）

２ 改正後の別表の規定は，この条例の施行の日以後の利用に係る使用料について適用し，

同日前の利用に係る使用料については，なお従前の例による。
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議案第５６号

   新潟市地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例の一部改正について

新潟市地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例の一部を改正する条例を次

のように制定するものとする。

  令和３年６月１１日提出

                            新潟市長 中原 八一  

新潟市地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例の一部を改正する条例

新潟市地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例（平成８年新潟市条例第２

１号）の一部を次のように改正する。

第３条に次の１項を加える。

５９ 新潟都市計画坂井地区地区計画区域内においては，建築物は，次の各号の定めると

ころにより建築してはならない。

（１） 新潟都市計画坂井地区地区計画の計画図に表示するＡ地区（以下「坂井Ａ地区」

という。）内においては，別表第２ア欄第１項に掲げる建築物は，建築してはならな

い。

（２） 新潟都市計画坂井地区地区計画の計画図に表示するＢ地区（以下「坂井Ｂ地区」

という。）内においては，別表第２ア欄第２項に掲げる建築物は，建築してはならな

い。

（３） 新潟都市計画坂井地区地区計画の計画図に表示するＣ地区（以下「坂井Ｃ地区」

という。）内においては，別表第２ア欄第３項に掲げる建築物は，建築してはならな

い。

別表第１に次のように加える。

坂井地区地区計画 新潟都市計画坂井地区地区計画の区域

において地区整備計画が定められてい
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る区域

別表第２市場周辺地区地区計画区域の項ア欄ただし書中「①街区」を「Ａ街区」に改め，

同欄（７）を同欄（１１）とし，同欄（６）の次に次のように加える。

  （７） 寄宿舎

（８） 店舗，飲食店その他これらに類する用途に供する建築物でその用途に供する

部分の床面積が３,０００平方メートル以内のもの

（９） 展示場その他これに類する用途に供する建築物でその用途に供する部分の床

面積が１０,０００平方メートル以内のもの

（１０） 集会場

別表第２に次のように加える。

坂

井

地

区

地

区

計

画

区

域

１ 坂井Ａ

地 区 内 に

建 築 し て

は な ら な

い建築物

（１）

法 別 表

第 ２ （

ほ ） 項

第 ２ 号

及 び 第

３ 号 に

掲 げ る

も の

坂井

Ｃ地区

内にあ

っては

，１０

分の１

０を超

えては

ならな

い。

坂井Ｃ

地区内に

あっては

，１３５

平方メー

トル。た

だし，次

に掲げる

ものは，

この限り

ではない

。

（１）

巡査

坂井

Ｂ地区

内及び

坂井Ｃ

地区内

にあっ

ては，

道路境

界線及

び隣地

境界線

からは

０．５

メート

坂井

Ｃ地区

内にあ

っては

，１０

メート

ルを超

えては

ならな

い。

坂井

Ｂ地区

内及び

坂井Ｃ

地区内

にあっ

ては，

道路に

面する

垣又は

柵の構

造は，

生垣。

ただし

坂井

Ｃ地区

内にあ

っては

，０．

６メー

トル以

下。た

だし，

築山等

はこの

限りで

ない。

坂井

Ｃ地区

内にあ

っては

，１０

分の５

を超え

てはな

らない

。
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（２）

新 潟 市

ラ ブ ホ

テ ル 建

築 等 規

制 条 例

第 ２ 条

第 ２ 号

に 掲 げ

る ラ ブ

ホ テ ル

２ 坂井Ｂ

地 区 内 に

建 築 し て

は な ら な

い建築 物

（１）

法 別 表

第 ２ （

ほ ） 項

に 掲 げ

るもの

（２）

法 別 表

第２（

派出

所，

公衆

電話

所そ

の他

これ

らに

類す

る公

益上

必要

な建

築物

の土

地

（２）

土地

区画

整理

事業

の換

地処

分に

よ り

ル。た

だし，

独立し

た自動

車車庫

及び物

置で軒

の高さ

が３メ

ートル

以下の

ものは

，この

限りで

ない。

，高さ

１メー

トル以

下のも

の又は

フェン

ス等で

透視が

可能な

形状の

ものは

，この

限りで

ない。
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に ） 項

第 ３ 号

か ら 第

６ 号 ま

で に 掲

げ る も

の

３ 坂井Ｃ

地 区 内 に

建 築 し て

は な ら な

い建築物

法 別 表

第 ２ （ い

） 項 に 掲

げ る 以 外

のもの

生ず

る土

地で

，同

一人

が使

用し

，又

は収

益す

るこ

とが

でき

る権

利を

有し

てい

る連

続し

たす

べて

の土

地を

１３

５平
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方メ

ート

ル以

上ご

とに

分割

して

生じ

た残

りの

土 地

（３）

土地

区画

整理

事業

の換

地処

分に

より

生ず

る一

筆の

土 地

附 則

この条例は，公布の日から施行する。

-50-



議案第５７号

   阿賀北広域組合の解散について

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２８８条の規定により，令和４年３月３１日

限りで阿賀北広域組合を解散するものとする。

  令和３年６月１１日提出

                           新潟市長 中原 八一
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議案第５８号

   阿賀北広域組合の解散に伴う財産処分について

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２８９条の規定により，阿賀北広域組合の解

散に伴う財産処分を別紙のとおり関係市の協議の上，定めるものとする。

  令和３年６月１１日提出

                           新潟市長 中原 八一
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別紙

阿賀北広域組合の解散に伴う財産処分に関する協議書

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２８９条の規定により，阿賀北広域組合（以

下「組合」という。）の解散に伴う財産処分について次のとおり定める。

１ 土地及び建物

（１） 清掃センター

ア 清掃センターの土地及び建物は，当該土地及び建物の処分が完了するまでの

間，組合の構成団体による共有とし，各構成団体の持分割合は次のとおりと

する。

         新 潟 市 １００分の４８．７

阿賀野市 １００分の５１．３

イ 土地及び建物に係る維持管理費等必要な経費は，アの持分割合により各構成

団体が負担する。

ウ 土地及び建物の処分により生じた利益は，アの持分割合により各構成団体に

配分する。

（２） 阿賀北葬斎場

ア 阿賀北葬斎場の土地及び建物は，組合の構成団体による共有とし，各構成団

体の持分割合は次のとおりとする。

         新 潟 市 １００分の４９．８

         阿賀野市 １００分の５０．２

２ 疑義等の協議
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  この協議について疑義が生じたとき又は本協議書に記載のない事項については，

その都度協議の上，決定する。

  令和  年  月  日

阿賀野市長 田 中 清 善  

新 潟 市 長 中 原 八 一    
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議案第５９号

   阿賀北広域組合の規約の変更について

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２８６条第１項の規定により，阿賀北広域組

合規約を次のとおり変更するものとする。

  令和３年６月１１日提出

                           新潟市長 中原 八一

   阿賀北広域組合規約の一部を変更する規約

阿賀北広域組合規約（昭和５４年４月１日新潟県指令地第２２６号許可）の一部を次の

ように変更する。

附則に次の１項を加える。

３ 組合の解散に伴い生じる事務及び解散前に組合において処理した事務は，阿賀野市が

承継する。

附 則

この規約は，新潟県知事の許可の日から施行する。
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議案第６０号

   新潟県公安委員会委員の推薦について

次の者を新潟県公安委員会委員に推薦したいので，議会の同意を得たい。

  令和３年６月１１日提出

新潟市長 中原 八一  

  

津野 敏江
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議案第６１号

契約の変更について

次のとおり契約を変更するものとする。

  令和３年６月１１日提出

                            新潟市長 中原 八一  

工事名 契約金額 契約の相手方

市道葛塚南線橋

梁上部工事

変更前

  298,167,100 円

新潟市中央区網川原１丁目２１番９号

株式会社 越後交通鉄工所  新潟営業所

  所長 山田 武司変更後

  304,695,600 円
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諮問１号

   人権擁護委員候補者の推薦について

次の者を人権擁護委員候補者に推薦したいので，人権擁護委員法（昭和２４年法律第１

３９号）第６条第３項の規定により，議会の意見を問う。

  令和３年６月１１日提出

新潟市長 中原 八一       

伊藤 裕美子

  古川 浩

  関根 芳昭

  福島 實

  桑原 淳一

  乙川 惣一

    苅込 綾子

  宇貝 博
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